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研究要旨 

 

 近年、日本の HIV・エイズ報告数に占める外国人の占める割合が徐々に増加している。このため、

外国人の検査・医療の体制の整備は日本のエイズ対策上重要な課題である。特に HIV 検査は、感染者の

早期発見治療に結びつけることができるため、大変重要である。我が国では、保健所が無料匿名で検査

を提供しているが、大半が日本語ができることが前提となっている。近年、利用者が増加している郵送

HIV 検査についても同様である。また、近隣のアジア諸国や欧米において普及が進んでいる自己検査は

利用できない。在留外国人にとっては、HIV 検査を受検しづらい状況である。そのため、本研究班では、

（1）多言語対応 HIV 検査会を開催し、在留外国人の HIV 検査へのアクセスを改善するとともに、多言

語対応サービスモデルの構築を目指した。そして、（2）多言語対応サービスモデルを、保健所等におい

て応用しその実行可能性を検討した。また、（3）多言語対応郵送 HIV 検査の提供を試行し、社会実装の

可能性と課題について検討した。さらに、（4）研究班主催の多言語対応検査会の参加者に、HIV自己検

査を試用してもらい、使い勝手、結果判読の難易度、結果の正確性を調べ、自己検査の導入の可能性に

ついても検討した。 

（1）多言語による広報と Web予約、結果告知の際に必要に応じた遠隔通訳の活用により、209人に検査

を提供した。HIV の結果が陽性であった者が一人いたが、遠隔通訳を介した医師によるカウンセリング

により、確認検査と医療へと繋げることができた。検査を予約者のうち実際に受検する者が 6割程度で

あるため、この割合を向上する必要がある。（2）多言語による広報、Web予約、結果告知の際の遠隔通

訳による多言語対応サービスモデルにより検査提供を、のべ 13 か所 18 回、各保健所/医療機関のイベ

ント検査/通常の検査において実施し、34 人に検査を提供した。受検者数は低調であったが、受検者の

満足度は高かった。継続することで、認知が上がり、より多くの在留外国人が利用するようになること

が期待される。（3）多言語による郵送 HIV 検査キットについては、169人から申請があり、145人に届

けることができた。研究班主催の医療機関で実施した検査会への参加率が低い特定技能/技能実習の資

格で日本に滞在している人達の申請率が高かった。81 人（55.9％）が検体を検査会社に返却し、そのう

ちの 5人が「要血液検査」であった。検体の返却率を高めることと、結果が「要血液検査」の人を医療

機関に繋げるためのサポート体制を強化する必要がある。（4）研究班主催の検査会への参加者のうち 40

人が、検査結果を待っている間に OraQuick（唾液による自己検査）を試用した。87.5%が自己検査を実

施するために助けは必要なく、80.0％が結果の判読が「容易」または「どちらかと言えば容易」で、85％

が自宅等で一人で OraQuick を利用できると回答していた。85.5％が結果が陽性であった場合にサポー

トが必要ということであった。 
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 在留外国人の HIV 検査へのアクセスを向上させることを目的として、多言語対応サービスモデルの構

築、保健所等の検査や郵送検査の多言語化を行った。今後は、受検率の向上やサポート体制の強化など、

これらの取り組みを通じて明らかになった課題への対応策を検討するとともに、より多くの保健所等で

の検査の多言語化や多言語対応郵送 HIV 検査の社会実装に向けた取組を継続していくことが重要であ

る。 

 

Ａ．研究目的 

出入国管理庁によれば、2024 年 6 月末の在留外

国人数は、約 359 万人と過去最多となっている 1）。

その数は 2020 年初頭からの新型コロナウイルス

感染症の流行により一時減少傾向も見られたが、

再度増加に転じており今後の更なる増加が予想

される。多くが青壮年層であり、エイズ対策上適

切な検査・相談へのアクセスの提供が重要である。 

  エイズ動向委員会によれば HIV及びエイズ報告

数に占める外国人の割合は、2000年頃より徐々に

減少傾向となり2010年にはそれぞれ7.3％、7.0％

となっていたが、この数年は増加傾向となり 2023

年はそれぞれ 21.8％、13.4％であり、特に、外国

国籍男性の占める割合は 20.6％と、1999 年以降

で最も高い割合となった 2）。 

こうした増加の背景には、東南アジア・南アジ

アから特定技能・技能実習、留学、技術・人文知

識・国際業務といった資格で来日する外国生まれ

の若者が増加していることや、東アジアの MSMの

間でのHIVの流行の動向などが影響していると思

われる。 

一方、医療通訳制度の未発達な日本では外国語

での受検に十分な対応をしている検査施設は少

なく、外国人の間で HIV 検査の情報が十分普及し

ているとは言い難い。 

こうした中で当研究班では外国人のHIV検査受

検の機会を拡大すべく以下の活動を行った：（1）

研究班で独自の多言語対応の検査会の機会を設

けるとともに、多言語での広報、多言語での Web

予約、必要に応じた遠隔通訳の派遣からなる多言

語対応サービスモデルを構築した。（2）多言語対

応サービスモデルを保健所等の検査への適用の

可能性について検討した。（3）郵送検査の多言語

化による提供の可能性について検討した。（4）自

己検査の実施可能性について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）研究班主催の検査会について 

 2022年度から 2024 年度まで、東京都、埼玉県、

沖縄県、宮城県において、検査会を開催した。 

 広報は研究班が作成した Facebookページの他、

SNS、チラシなどを活用して行った。検査は第 4世

代の迅速検査キット（Dynascreen HIV Combo）を

使用し、TP 抗体の迅速検査、B 型肝炎の検査

（Dynascreen HBsAg2 Plus）も提供した。予約時

に Web上でアンケートを行い、国籍、性自認、在

留資格、性行動、過去の検査利用歴などの情報収

集を行った。検査結果は英語などでの説明が可能

な医師が担当し、PrEPなど感染予防の相談も受け

付けた。英語以外の言語でのサポートが必要な場

合は、研究班の HIV 検査のための遠隔通訳事業に

より遠隔通訳により対応した。 

（2）保健所等の多言語対応 HIV 検査の実施に

関する検討への適用の可能性について検討 

 2022年度から 2024 年度にかけて、保健所 10 か

所と医療機関 1か所が実施した検査において、多

言語対応サービスモデルを応用することで、在留

外国人への検査の機会を提供した。 

（3）多言語対応郵送 HIV 検査の社会実装に関

する検討 

2024 年度に、H.U.POCKeT 株式会社の郵送

HIV 検査（テイクアウト®HIV 検査 製品コード：

278498176）のシステムのうち、受検者登録、検

査キットの取扱説明書、検査キットの使い方を説

明するビデオ、オンラインによる結果告知、受検

後のサポート、自記式質問票を多言語（日本語、

英語、中国語、ベトナム語、ネパール語、ポルト

ガル語）で対応できるようにした。 

（4）自己検査の実施可能性について検討 

2024 年度の研究班主催の検査会において、受検

者が検査結果の告知を待っている間に、OraQuick

（唾液による自己検査）により検査を行ってもら

い、その使い勝手、判読の難易度、結果の正確性

を調べる研究への協力をお願いした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施に関し、杏林大学大学院国際協力

研究科の研究倫理委員会と神戸女子大学の研究

倫理委員会から承認を得た。 
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Ｃ．研究結果 

（1）研究班主催の検査会について 

（1) 参加者の特徴 

 2022〜24 年度までの検査会開催回数、予約者、

受検者を表 1に示した。3年間で 34回開催し、の

べ 383 人の予約があり、241 人が受検をした。受

検割合は 62.9％であった。 

 

表 1．年度別検査会の開催回数、予約者、受検者 

年度 開 催

回数 

予約者 受検者（受検割合%） 

2022 10 113 74(65.4) 

2023 14 171 103(60.2) 

2024 10 99 64(64.6) 

合計 34 383 241(62.9) 

 

予約者のうちアンケートへの協力が得られた

366 人の回答者のうち 318 人(86.9％)が男性、38

人(10.4%)が女性、その他が 10人（2.7％）であっ

た。年齢層は 20 代、30 代が多く、それぞれ 185

人(50.5％)、131 人(35.8％)を占めた。 

 

表 2．予約者と受検者の特徴 

 予約者（％） 受検者（％） 

性別   

 男性 318（86.9） 188(90.0) 

 女性 38(10.4) 16(7.7) 

 その他 10(2.7) 5(2.4) 

年齢層   

 20代以下 185(50.5) 104(49.8) 

 30代 131(35.8) 74(35.4) 

 40代以上 50(13.7) 21(10.0) 

 

予約者 366人の在留資格については、日本国籍を

有している者が 28 人、永住者・定住者(合計 74

人)、日本人/永住者の配偶者等（13人）といった

安定性の高い在留資格の受検希望者が 31.4％で

あった。留学(105 人)、技術・人文知識・国際業

務(114 人)といった一定の教育を受けている外国

人が取得できる在留資格の受検希望者の割合が

比較的高かった。一方で留学や技術・人文知識・

国際業務よりも人口が多い技能実習や特定技能

の在留資格を持つ受検希望者は少なく、20人であ

った。 

 

 

表 3 在留資格の分布 n=366 

 

 在留資格の分類       人数 割合(%) 

 

 日本国籍           28(7.7) 

永住者             26(7.1) 

 定住者             48(13.1) 

技術･人文知識･国際業務     114(31.1) 

日本人/永住者の配偶者等      13（3.6）            

 留学                          105(28.7) 

 特定技能/技能実習             20( 5.5) 

その他             12( 3.3) 

 

 

 国籍別の分布で見ると、中国が最も多く、フィ

リピン、ベトナムの順であった。東・東南アジア

出身者が半数以上を占めていた。米国以外にも、

英国、カナダなどの英語圏からの予約者も一定数

いた。一方、ブラジル、フランス、コロンビアな

ど、非英語圏からも一定数の予約者がいた。多数

の国の出身者から予約があり、全体で予約者の出

身国は日本国籍を含めると 49ヶ国となった。 

 

表 4 国籍別人数 

国 人数 国 人数 

中国 88 インド 6 

フィリピン 45 台湾 6 

ベトナム 28 マレーシア 6 

米国 21 コロンビア 5 

インドネシア 17 イラン 4 

英国 14 カザフスタン 4 

カナダ 13 ミャンマー 4 

ブラジル 13 その他 58 

フランス 7  

不明 1名を含む 

 

在日期間は、2 年以上が 77%と大半を占めてお

り、来日してからの期間が短い外国人からの予約

は少数しか得られていなかった（図 1）。 

 今回が初めての検査だとする予約者は 39％で

あった。主な広報対象がゲイ・バイセクシャル男

性であったこともあり、多数回定期的に受けてい

る受検者も多かった（図 2）。 

 前回検査を行った施設としては医療機関が最

も多く次いで保健所であった（図 3）。 
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検査会の情報を入手した媒体は、ゲイ向けの出

会い系アプリが最も多く、次いで友人から、研究

班の Facebookページと続いた。 

 

表 5．検査をどうやって知ったか（複数回答） 

n=366 

 

 検査の情報源       人数 割合(%) 

 

 出会い系アプリ      126  (34.4) 

友人から          97    (26.5) 

研究班の Facebook      69   (18.9) 

検査会のチラシ       27    (7.4) 

インスタグラム       6    (1.6) 

 その他                43    (11.7)     

 

 今回の検査を受検した理由として、最も多かっ

たのは「自分の状態を知りたい」で、「定期的に

受検している」、「感染の可能性がある」が続い

ていた。 

 

表 6．受検の理由（複数回答） n=366 

 

  理由          人数 割合(%) 

 

 感染の可能性がある     93  (28.3) 

自分の状態を知りたい    236    (68.7) 

定期的に受検している     112   (40.4) 

体調に変化があった      25    ( 4.0) 

自分が性感染症に感染した   2    ( 0.5) 

パートナーが性感染症に感染  3 (0.8) 

 その他               13(3.6)     

 

表 7．申込者（受検者）のセクシャリティ  
人数 

ゲイ 177(112) 
バイセクシャル 66(37) 

ヘテロ 84(42) 
わからない 9(4) 

決めたくない 22(12) 
その他 8(2) 
合計 366（209） 

 

予約者の性的志向性については、6 割以上をゲ

イ・バイセクシャル男性が占めた。 

PrEP については関心が高く、255 人（69.7％）

が服薬に肯定的な回答であった。利用経験があっ

たのは 52人（14.2％）であった。 

 

表 8．PrEPの利用意思  
申込者(受検者) 

服薬したい  140(78) 

どちらかというと服薬したい 115(60) 

どちらかというと服薬したくない 46( 27) 

服薬したくない 65( 38) 

 

 209 人の受検者のうち、HIV 検査陽性が 1 人お

り、自治体の確認検査で陽性であることを確認後、

医療機関につないだ。梅毒の新規感染者が 6人お

り、医療機関に紹介した。B 型肝炎の陽性者はい

なかった。 

 

（2）保健所等の多言語対応 HIV 検査の実施に

関する検討への適用の可能性について検討 

3%
8%

12%

77%

図1．在留期間(n=366)

6か月未満
6か月〜1年未満

1年〜2年未満

2年以上

33%

20%
27%

20%

図2．今回の検査回数（n=366)

1回目
2回目

3〜5回目

6回目以上

39%

44%

8%
9%

図3．前回検査施設（n=246)

保健所

医療機関

郵送検査

その他
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 2022 年度に 1 か所 2 回、2023 年度に 2 か所 4

回、2024年度に10か所14回、のべ 13か所18回、

各保健所/医療機関のイベント検査/通常の検査

において、研究班の多言語対応サービスモデルを

応用しつつ、検査を提供した。 

 

1）受検者の特徴 

 検査の予約をした 44 人中、受検をしたのは 17

人であった。予約がない検査会で受検したのは 17

人で、受検者数の合計は 34 人であった。このうち

15 人から研究班のアンケートに協力を得られた。 

 回答者の特徴を表 7 に示す。20−30 代の男性が

多かった。 

 

表 9．回答者の属性  

 人（％） 

性別  

 男性 13(86.7) 

 女性 2(13.3) 

年齢層  

 20代以下 7(46.7) 

 30代 6(40.0) 

 40代以上 2(13.3) 

 

 在留資格では、日本人/永住者の配偶者等が 5人

で最も多く、次いで特定技能が 4人であった。国

籍はベトナムが 5人で最も多く、次いで中国 4人、

フィリピン 2人、カナダ、フランス、韓国、米国

が各 1 人であった。在日期間は 2 年以上が 13 人

と最も多かった。。 

 受検回数（複数回答）は、今回が初回の人が 4

人（23.5%）であった。受検理由では、「自分の状

態を知りたい」8人（47.1％）で最も多く、「定期

受検」、「感染の可能性あり」、「体調に変化」

がそれぞれ 3人であった。 

 PrEPの服薬をしたいと考えているのは12人（80．

0％）で 6人（40.0％）が利用経験があった。 

 検査受検後のアンケートに回答してくれた 11

人中 7 人が通訳を利用しており、6 人が「とても

良かった」または「良かった」と回答していた。

また、11 人全員が検査会に満足しており、10人が

この検査会を友人に勧めると回答していた。 

本研究に関わった保健所等の職員からは、下記の

感想/意見があった。 

 

2）保健所等の職員の感想 

・検査会の周知方法を検討する必要がある。地域

の外国人コミュニティとの関係構築を検討した

い。 

・多言語の予約サイトに日本語も含めてしまうと

日本人が予約を入れる可能性があり、実際に日本

人が予約をしていたため、外国語のみにする等の

対応が必要。 

・検査当日の対応がしやすいので、予約があった

方が良い（予約サイトを設けなかった保健所） 

・外国籍の受検者が少なかったので、もう少し増

えると良い。継続が必要かもしれない。 

・資料を多言語化したことと、通訳を導入したこ

とでスムーズに対応できた。 

・自治体で多言語の予約サイトを設けたり、検査

で使用する資料等を多言語化するのは予算的に

難しい。 

 

（3）多言語対応郵送 HIV 検査の社会実装に関す

る検討 

1）申請者の特徴 

 169 人から申請があった。表 1 に基本属性を示

した。男性 147人（87.0%）、30代が最も多く 89

人（52.7％）であった。 

  

表 10 申請者の基本属性 

 人（％） 

性別  

 男性 147（87.0） 

 女性 15(8.9) 

 トランスジェンダー 3(1.8) 

  ノンバイナリー 3(1.8) 

 その他  1(0.6) 

年齢層  

 20代以下 61(36.1) 

 30代 89(52.7) 

 40代以上 19(11.2) 

 

居住地別では、21 都道府県在住者からの申請が

あったが、東京都在住者が最も多く36人（21.3％）

であった。 

表 12に申請者の在留資格別人数を示した。日本

国籍を有している者が 6 人、永住者 25 人、定住

者 27人、日本人/永住者の配偶者等 3人で、安定

性の高い在留資格を有する者が 36.1％であった。

留学 24 人、技術・人文知識・国際業務 41 人とい

った一定の教育を受けている外国人が取得でき

る在留資格を有する者の割合が 38.5％と比較的
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高かった。技能実習の在留資格を持つ申請者 9人、

特定技能が 22人であった。 

 

表 11 申請者の居住地の分布 

 人（％） 

居住地  

東京都 36(21.3) 

沖縄県 17(10.1) 

千葉県 15( 8.9） 

愛知県 15( 8.9) 

静岡県 12( 7.1) 

埼玉県 11( 6.5) 

神奈川県 8( 4.7) 

山梨県 6( 3.6) 

群馬県  5( 3.0) 

茨城県  4( 2.4) 

大分県  4( 2.4) 

滋賀県  4( 2.4) 

栃木県  3( 1.8) 

福井県  3( 1.8) 

岐阜県 3( 1.8) 

三重県  3( 1.8) 

大阪府  3( 1.8) 

富山県  3( 1.8) 

その他 14( 8.3) 

 

 

表 12 在留資格の分布 n=169 

 

 在留資格の分類       人数 割合(%) 

 

 日本国籍           6( 3.6) 

永住者             25(14.8) 

 定住者             27(16.0) 

技術･人文知識･国際業務     41(24.3)            

 留学                          24(14.2) 

 日本人/永住者の配偶者等    3( 1.8） 

特定技能                      22(13.0) 

  技能実習           9( 5.3) 

その他             12( 7.1) 

 

 

表 13 に国籍別人数を示した。33 ヶ国の方々から

申請があった。最も多かったのがベトナム 41 人

（24.3%）で、フィリピン 32人、ブラジル 31 人と

続いていた。東・東南アジア諸国出身者が 57％を

占めていたが、欧米、中南米、アフリカ等、様々

な地域の出身者から申請があった。 

 

表 13．申請者の国籍別人数 

国 人数 国 人数 

ベトナム 41 マレーシア 3 

フィリピン 32 ジンバブエ 3 

ブラジル 31 ベルギー 2 

英国 7 インド 2 

日本 6 ミャンマー 2 

中国 6 ネパール 2 

米国 4 ロシア 2 

台湾 4 タイ 2 

インドネシア 3 韓国 2 

 その他 15 

 

在日期間は、2 年以上が 81%と大半を占めてお

り、来日してからの期間が短い外国人からの申請

は少数しか得られていなかった。 

 今回の検査を含めての受検経験については、

今回が初めての検査だと回答した申請者は 78 人

（46.2％）であった。日本で HIV 検査を受けたこ

とがあると回答したものは 69人（40.8％）であっ

た。 

2）検査結果 

 検査キットの受け取り方法については、自宅に

郵送 136人（80.4％）、郵便局留置 16人（9.5％）、

配布会 17人（10.1％）であった。169人中、郵送

検査キットを受け取った人は145人で、そのうち、

検体を検査室に送付したのは 81 人、受検割合は

55.9％であった。検査結果は陰性74人（91.4％）、

測定不能 2人（2.5％）、要血液検査 5人（6.2％）

であった。但し、そのうちの 7人は検査依頼登録

をせずに検体を送ってきたため、結果を返すこと

ができなかった（結果はすべて陰性）。 

3）事後アンケート 

 検査結果が出た 81 人中、検査依頼登録をして

いた 74 人に対して、結果をみることができる URL

を登録されたメールアドレスに通知した。64 人

（86.5％）が結果を確認した。結果確認 1週間後

に事後アンケートへの協力依頼のメールを送付

し、40人（62.5％）から回答を得た。 
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表 14 郵送検査システムの使いやすさ 

 人（％） 

申請の難易度  

容易 

 まあまあ容易 

 どちらでもない 

あまり容易ではない 

容易ではない 

 

35(87.5) 

 3( 7.5) 

 1( 2.5) 

 1( 2.5) 

 0( 0.0) 

検査キット受け取り方法 

 自宅への郵送 

 自宅以外への郵送 

 配布会場 

 

33(82.5） 

 3( 7.5) 

 4(10.0) 

チューブのバーコードの読み

取りの難易度 

容易 

 まあまあ容易 

 どちらでもない 

 あまり容易ではない 

容易ではない 

 

 

26(65.0) 

9(22.5) 

 3( 7.5) 

 1( 2.5) 

 1( 2.5) 

検査結果サイトへのアクセス 

 問題なし 

 問題あり 

 

37(92.5) 

 3( 7.5) 

 

 表 14 は郵送検査システムの使いやすさに関す

る質問への回答を示している。検査のオンライン

申請については、「容易」、または「まあまあ容

易」との回答が合わせて 38人（95.0％）であった。

検査キットの受け取り方法では、「自宅への郵送」

が 33人（82.5%）と最も多かった。受け取りにつ

いては「問題なし」が 39人（97.5％）であった。

検査登録依頼をする際にチューブのバーコード

をシステムに読み取らせることの難易度につい

ては、「容易」、「まあまあ容易」が合わせて 35

人（87.5％）であった。検査キットの使い方の説

明書については、「わかりやすかった」28 人

（70.0％）、「まあまあわかりやすかった」12人

（30.0％）であった。検査キットの使い方に関す

るビデオについては、40 人中 34 人が視聴し、33

人が「わかりやすかった」または「まあまあわか

りやすかった」と回答していた。検査結果サイト

へのアクセスについては 37人（92.5％）が問題な

かったと回答していたが、「ログインがスムーズ

にできなかった」、「画面に結果が表示されなか

った」という問題があった者が 3人いた。 

今回の郵送検査について、「満足」、「まあまあ

満足」との回答は合わせて 38人（95.0％）であっ

た。また、全員が今回のような郵送 HIV 検査を友

人にすすめるということであった。 

 次回、HIV 検査を受けるとした場合、「郵送検

査」との回答が 30人（75.0％）と最も多かった。 

 

（4）自己検査の実施可能性について検討 

1）受検者の特徴 

6 回の検査会に 65人の予約があり、55人が HIV

自己検査の調査への参加の意向を示した。検査会

に来場した 46 人中 40 人が HIV 自己検査を行っ

た。男性 90％、20〜30 代が 80％、技術・人文知

識・国際業務の資格で在留していた者が 42.5％、

中国人 27.5％、在留資格 5 年以上が 47.5％であ

った。 

 

表 15 受検者の基本属性 

変数  人(%) 

性別 男性 

女性 

トランスジェンダー男性 

トランスジェンダー女性 

36(90.0) 

2(5.0) 

2(5.0) 

0(0.0) 

年齢 20代 

30代 

40代 

50代 

15(37.5) 

17（42.5） 

5（12.5） 

3（7.5） 

在 留

資格 

永住者 

定住者 

技術・人文知識・国際業務 

特定技能 

留学 

日本人/永住者の配偶者等 

その他 

3（7.5） 

4（10.0） 

17（42.5） 

2（5.0） 

6（15.0） 

2（5.0） 

1（2.5） 

国籍 米国 

ブラジル 

カナダ 

フィリピン 

インドネシア 

メキシコ 

中国 

英国 

ベトナム 

その他 

2(5.0) 

3(7.5) 

3(7.5) 

3(7.5) 

2(5.0) 

2(5.0) 

11(27.5) 

2(5.0) 

3(7.5) 

6(15.0) 

在 留

期間 

2年未満 

2〜5年未満 

5年以上 

11(27.5) 

10(25.0) 

19(47.5) 
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2）OraQuick の利用について 

 受検者の 92.5％が今回自己検査をするのが初

めてであった。 

 

表 16 自己検査の利用について 

 人（％） 

自己検査は今回が初めてか 

 はい 

 いいえ 

 

37(92.5) 

3(7.5) 

自己検査の説明書はわかりやすさ 

 わかりやすかった 

どちらかと言えばわかりやすか 

った 

どちらかと言えばわかりにくか 

った 

わかりにくかった  

 

31(77.5) 

8(20.0) 

 

1(2.5) 

 

0(0.0) 

自己検査のビデオはわかりやすさ 

 わかりやすかった 

どちらかと言えばわかりやすか 

った 

どちらかと言えばわかりにくか 

った 

わかりにくかった  

無回答 

 

28(70.0) 

3(7.5) 

 

2(5.0) 

 

0(0.0) 

7（17.5） 

自己検査を行うのに助けが必要だ

ったか 

 はい 

いいえ 

無回答 

 

 

3(7.5) 

35(87.5) 

2(5.0) 

自己検査の結果判読の難易度 

 難しかった 

どちらかと言えば難しかった 

どちらかと言えば容易であった 

容易であった 

無回答 

 

0(0.0) 

2(5.0) 

7(17.5) 

25(62.5) 

4(10.0) 

自宅等で一人で OraQuick を利用で

きるか。 

 できる 

たぶんできる 

たぶんできない 

できない 

 

 

34(85.0) 

6(15.0) 

0(0.0) 

0(0.0) 

 

自己検査の説明書とビデオについて、「わかりや

すい」、「どちらかと言えばわかりやすい」との

回答が合わせて、それぞれ 97.5％、77．5％であ

った。87.5%が自己検査を実施するために助けは

必要なく、80.0％が結果の判読が「容易」または

「どちらかと言えば容易」で、85％が自宅等で一

人で OraQuick を利用できると回答していた。 

自宅等で OraQuick を利用する場合に、使用方法

や結果の判読に関するサポートについては、「不

要」/「どちらかといえば不要」を合わせると、そ

れぞれ 73.7％、73.0％であったが、結果が陽性で

あった場合のサポートについては、86.5％が「必

要」/「どちらかといえば必要」と回答していた。 

 

3）検査結果について 

 受検者による判読結果は全て陰性で、医師によ

る判読もすべて陰性であった。また、迅速検査の

結果も全員陰性であった。 

 

Ｄ．考察 

（1）研究班主催の検査会について 

 多言語による広報と Web予約、必要に応じて検

査会で遠隔通訳の提供することで、多言語で HIV

検査を受検できる機会を在留外国人に提供した。

計 34 回の多言語対応検査会を開催し、49 ヶ国の

出身者のべ 383 人の予約があり、241 人が受検を

した。受検割合は 62.9％であった。 

 出会い系アプリや SNS など HIVへの意識が高い

層が見ることの多い媒体を通じて広報を行った

ことが成果につながったと思われる。一方で、受

検者の約 8割は日本に 2年以上滞在しており、在

留資格が比較的安定している英語や中国語を話

す外国人に多い傾向があり、昨年度と同様に、在

留資格が短く不安定な立場にいる技能実習生な

どの近隣諸国出身者への情報伝達にはなお一層

の努力を要する。 

 また会場によっては予約をしていても来所し

ない受検者が半数前後というところもあり全体

に当日キャンセル者が多い傾向が見られた。遠隔

地からの申込者も少なくないなどアクセスが困

難であった可能性もあり、施設以外での検査機会

の提供についても検討が必要である。 

 B 型肝炎の陽性者はいかなったが、HIV 検査が

陽性であったもの 1人、梅毒検査が陽性であった

者が6人いた。HIV検査結果が陽性であった者は、

告知の際にかなり困惑をした状況であったが、医

師が通訳者を介して、確認検査やその後の医療体

制について話をしたところ落ち着きを取り戻し、

無事に確認検査に繋げることができた。確認検査
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でも陽性であっため、医療機関での治療を開始す

ることができた。結果告知の際の医療通訳者の役

割の重要性を改めて認識できた。梅毒検査が陽性

であった人についても医療機関に紹介をした。 

 この3年間の活動から、多言語による広報とWeb

予約、必要に応じて結果を告知する際に遠隔通訳

を提供すること（多言語対応サービスモデル）に

より、在留外国人に対して HIV 検査を提供するこ

とが可能であると考える。今後は、このサービス

モデルを在留外国人が多い地域の保健所等で導

入に、その実行可能性を検討することが重要であ

る。 

（2）保健所等の多言語対応 HIV 検査の実施に

関する検討への適用の可能性について検討 

 のべ 13 か所の保健所/医療機関で、18 回の多言

語対応検査会を実施した。予約者のうち実際の受

検に結び付いたのは、場所によりばらつきがある

が、研究班が実施した検査会と比べて低調であっ

た。受検者の満足度は高く、通訳を介して受検者

に対応した保健所等の担当者の満足度も高かっ

たため、ある程度継続することで在留外国人にも

認知され、受検者が増えていくことが期待される。 

 

（3）多言語対応郵送 HIV 検査の社会実装に関す

る検討 

 在留外国人を対象に、郵送 HIV 検査を日本語、

英語、中国語、ベトナム語、ネパール語、ポルト

ガル語によってオンラインで申請、検査登録、検

査結果を告知するシステムを構築したところ、関

東地方と沖縄県の在留外国人を中心に、169 人か

ら申請があり、145 人に対して検査キットを届け

ることができた。81 人が検体を返送してきて、検

査結果が「要血液検査」であった者が 5人であっ

た。 

研究班が医療機関等で実施している多言語対応

HIV 検査会への参加者と比べて、技能実習/特定技

能で日本に滞在している受検者の割合が高く、施

設ベースの検査とは異なる人々にリーチできて

いることを示唆している。また、受検した 81 人中

5人（6.2％）の結果が「要血液検査」で、2024 年

度に研究班が実施した多言語対応検査会（受検者

64 人中陽性者 0人）に比べると高く、リスクが高

い人にもリーチできたと考えられる。 

一方、検体を返却した割合が 6 割弱に留まった

ことや、返却した者のうち 1 割弱が検査登録をし

なかったため、結果を戻すことができなかった。

更に、検査結果が「要血液検査」であった場合に

は医療機関等で検査を受検することを勧告し、サ

ポートを利用することが可能であることを検査

の申請や結果告知の際に伝えることに留めたた

め、結果が「要血液検査」であった者のその後の

状況については追うことができなかった。今後は、

これらの点を改善するための方策を検討する必

要がある。 

（4）自己検査の実施可能性について検討 

 在留外国人を対象とした検査会において、希望

者を対象に唾液による HIV 自己検査キット

（OraQuick）による検査を実施したところ、受検

者の 92.1％が監督者の助けがなくても検査を実

施でき、94.1%が結果の判読が容易であったとし、

全員が自宅等で一人で OraQuick による検査を利

用できると回答していた。受検者の結果の判読と

医師の判読結果は一致しており、同日に行った迅

速 HIV 検査の結果とも一致していた。 

 自宅等で OraQuick を実施する際に、使用方法

や結果判読に関するサポートを必要とする割合

はそれぞれ 25.0％であったが、結果が陽性であっ

た場合のサポートを希望する割合が 80.0％と高

かった。検査結果が陽性であった場合、必要に応

じて通訳者の活用を含めた血液検査を受検でき

るサポート体制を構築することが重要である。こ

のようなサポート体制ができることで、我が国に

おいても、時間的や地理的な障壁やスティグマの

問題から保健医療施設での検査を受検者しづら

い者にとっては、自己検査が HIV 検査の有効な選

択肢の一つになる可能性が出てくると考えられ

る。 

 

Ｅ．結論 

研究班主催の検査会を通して、多言語による広

報と Web予約、結果告知の際に必要に応じて遠隔

通訳を導入する多言語対応サービスモデルを構

築することができた。このモデルが保健所等の検

査会に適用し、多言語対応の検査を提供できるか、

活動を継続しながら、検討していく必要がある。

郵送 HIV 検査については、多言語による提供が可

能であると思われるが、検体の返送率の向上や、

要血液検査となった場合のサポート体制の構築

が重要である。自己検査についても、実施可能性

が高いと考えられるが、こちらも社会実装を実現

するには、検査結果が陽性になった場合に確認検

査につなげる方策について検討か必要である。 
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